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１ 2024 年 9 月稼働中の東京都内の現
場閉所について

　2024 年 9 月稼働中の東京都内の現場閉所につ
いて、2024 年 4 月 1 日より前の契約工事と4 月
1 日以降の契約工事、それぞれの契約時の設定と
9月調査時点の実態を尋ねた。
　4 月より前の契約工事では、契約時の設定は全
体 86 社のうち「おおむね 4 週 4 閉所」が最も多
く27社（31.4％）、次いで「おおむね4週 8閉所」
が 26 社（30.2％）となっていたが、9 月の実態
は全体 82 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が最
も多く 25 社（30.5％）、次いで「おおむね 4 週
4 閉所」と「おおむね 4 週 6 閉所」がともに 23
社（28.0％）となっていた。
　前回調査（2023 年 9月）と比較すると4週 6

２ 設問１のうち、施主が公共機関発注
の現場閉所について

　設問 1 の東京都内の現場のうち、施主が公共
機関発注の現場について見ると、4 月より前の
契約工事では、契約時の設定は全体 72 社のう
ち「おおむね 4 週 8 閉所」が最も多く 42 社
（58.3％）、次いで「おおむね 4 週 6 閉所」が
15 社（20.8％）となっており、9 月の実態も全
体 68 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が最も
多く 39 社（57.4％）、次いで「おおむね 4 週
6 閉所」が 14 社（20.6％）となっていた。実態

2024年働き方改革・
若手社員の離職防止対策

調査結果

2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

○調査対象：東京電業協会通常会員企業135社（調査時点）　○有効回答：97社（回収率71.9％）
○調査時点：2024年9月現在

閉所と7閉所の割合が減り、4週 4 閉所と8 閉所
の割合が増えたが、データから全体の平均値を算
出すると「4週 6.0 閉所」となり、前回調査の「4
週 6.0 閉所」から変化がなかった。
　一方、　4 月以降の契約工事では、契約時の設
定は全体 85 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が
最も多く 45 社（52.9％）、次いで「おおむね 4
週 6 閉所」が 20 社（23.5％）となっており、9
月の実態は全体82社のうち「おおむね4週8閉所」
が最も多く39 社（47.6％）、次いで「おおむね 4
週 6閉所」が 22社（26.8％）となっていた。
　前回調査（2023 年 9 月）と比較すると 4 週 4
～ 7 閉所の割合が減り、4 週 8 閉所の割合が増え
た。データから全体の平均値を算出すると「4 週
6.7 閉所」となり、前回調査の「4 週 6.0 閉所」
から改善された。

2024 年 4 月 1 日より前の契約工事（公共＋民間）

【契約時の設定】 【9月現在の実態】

2024 年 4 月 1 日以降の契約工事（公共＋民間）
【契約時の設定】　　 【9月現在の実態】

は契約時の設定からほとんど変化はなく、平均
値では「4 週 6.8 閉所」となった。
　一方、　4 月以降の契約工事では、契約時の
設定は全体 67 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」
が最も多く51 社（76.1％）、次いで「おおむね
4 週 6 閉所」が 6 社（9.0％）となっていたが、
9 月の実態は全体 65 社のうち「おおむね 4 週
8 閉所」が最も多く46 社（70.8％）、次いで「お
おむね 4 週 6 閉所」が 8 社（12.3％）となって
いた。「おおむね 4 週 8 閉所」の割合（70.8％）
は契約時設定より実態が少し下がっているが高い
割合を示し、平均値では「4週7.4閉所」となった。
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　東京電業協会では、これまで 6 回「働き方改革に関するアンケート」として会員の
皆様の取り組み状況を調査しご報告してまいりましたが、第 7 回目となります今回調
査では、会員企業への書面調査による「2024 年働き方改革・若手社員の離職防止対
策調査」と、会員企業従業員へのWEB調査による「入社 3年以内の 30歳以下社員（工
事部門）の意識調査」を実施しました。
　両調査はすでに会員各社に直接ご報告いたしましたが、「2024 年働き方改革・若手
社員の離職防止対策調査」につきまして、調査結果の抜粋を掲載いたします。
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１ 2024 年 9 月稼働中の東京都内の現
場閉所について

　2024 年 9 月稼働中の東京都内の現場閉所につ
いて、2024 年 4 月 1 日より前の契約工事と4 月
1 日以降の契約工事、それぞれの契約時の設定と
9月調査時点の実態を尋ねた。
　4 月より前の契約工事では、契約時の設定は全
体 86 社のうち「おおむね 4 週 4 閉所」が最も多
く27社（31.4％）、次いで「おおむね4週 8閉所」
が 26 社（30.2％）となっていたが、9 月の実態
は全体 82 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が最
も多く 25 社（30.5％）、次いで「おおむね 4 週
4 閉所」と「おおむね 4 週 6 閉所」がともに 23
社（28.0％）となっていた。
　前回調査（2023 年 9月）と比較すると4週 6

２ 設問１のうち、施主が公共機関発注
の現場閉所について

　設問 1 の東京都内の現場のうち、施主が公共
機関発注の現場について見ると、4 月より前の
契約工事では、契約時の設定は全体 72 社のう
ち「おおむね 4 週 8 閉所」が最も多く 42 社
（58.3％）、次いで「おおむね 4 週 6 閉所」が
15 社（20.8％）となっており、9 月の実態も全
体 68 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が最も
多く 39 社（57.4％）、次いで「おおむね 4 週
6 閉所」が 14 社（20.6％）となっていた。実態

2024年働き方改革・
若手社員の離職防止対策

調査結果

2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

○調査対象：東京電業協会通常会員企業135社（調査時点）　○有効回答：97社（回収率71.9％）
○調査時点：2024年9月現在

閉所と7閉所の割合が減り、4週 4 閉所と8 閉所
の割合が増えたが、データから全体の平均値を算
出すると「4週 6.0 閉所」となり、前回調査の「4
週 6.0 閉所」から変化がなかった。
　一方、　4 月以降の契約工事では、契約時の設
定は全体 85 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が
最も多く 45 社（52.9％）、次いで「おおむね 4
週 6 閉所」が 20 社（23.5％）となっており、9
月の実態は全体82社のうち「おおむね4週8閉所」
が最も多く39 社（47.6％）、次いで「おおむね 4
週 6閉所」が 22社（26.8％）となっていた。
　前回調査（2023 年 9 月）と比較すると 4 週 4
～ 7 閉所の割合が減り、4 週 8 閉所の割合が増え
た。データから全体の平均値を算出すると「4 週
6.7 閉所」となり、前回調査の「4 週 6.0 閉所」
から改善された。

2024 年 4 月 1 日より前の契約工事（公共＋民間）

【契約時の設定】 【9月現在の実態】

2024 年 4 月 1 日以降の契約工事（公共＋民間）
【契約時の設定】　　 【9月現在の実態】

は契約時の設定からほとんど変化はなく、平均
値では「4 週 6.8 閉所」となった。
　一方、　4 月以降の契約工事では、契約時の
設定は全体 67 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」
が最も多く51 社（76.1％）、次いで「おおむね
4 週 6 閉所」が 6 社（9.0％）となっていたが、
9 月の実態は全体 65 社のうち「おおむね 4 週
8 閉所」が最も多く46 社（70.8％）、次いで「お
おむね 4 週 6 閉所」が 8 社（12.3％）となって
いた。「おおむね 4 週 8 閉所」の割合（70.8％）
は契約時設定より実態が少し下がっているが高い
割合を示し、平均値では「4週7.4閉所」となった。
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　東京電業協会では、これまで 6 回「働き方改革に関するアンケート」として会員の
皆様の取り組み状況を調査しご報告してまいりましたが、第 7 回目となります今回調
査では、会員企業への書面調査による「2024 年働き方改革・若手社員の離職防止対
策調査」と、会員企業従業員へのWEB調査による「入社 3年以内の 30歳以下社員（工
事部門）の意識調査」を実施しました。
　両調査はすでに会員各社に直接ご報告いたしましたが、「2024 年働き方改革・若手
社員の離職防止対策調査」につきまして、調査結果の抜粋を掲載いたします。
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【9月現在の実態】

2024 年 4 月 1 日より前の契約工事（公共）

【契約時の設定】
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【9月現在の実態】【契約時の設定】
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2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果
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2024 年 4 月 1 日以降の契約工事（公共）

３ 設問１のうち、施主が民間発注の現
場の閉所について

　設問 1 の東京都内の現場のうち、施主が民間発
注の現場について見ると、4月より前の契約工事で
は、契約時の設定は全体 82 社のうち「おおむね
4週 6閉所」が最も多く25社（30.5％）、次いで「お
おむね4週4閉所」が24社（29.3％）となっており、
9 月の実態は全体 84 社のうち「おおむね 4 週 6
閉所」が最も多く26 社（31.0％）、次いで「おお
むね4週 8閉所」が 23社（27.4％）となっていた。
実態は契約時の設定からやや改善されたが、平均

値では「4週 6.0 閉所」となった。
　一方、　4 月以降の契約工事では、契約時の設
定は全体 80 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が
最も多く34社（42.5％）、次いで「おおむね4週
6 閉所」が 24 社（30.0％）となっていたが、9
月の実態は全体79社のうち「おおむね4週8閉所」
が最も多く32 社（40.5％）、次いで「おおむね 4
週 6 閉所」が 23 社（29.1％）となっていた。「お
おむね 4 週 8 閉所」の割合は契約時設定より実態
がやや下がっているが平均値では「4 週 6.5 閉所」
で、施主が公共機関発注の場合に比べて改善が遅
れている。

2024 年 4 月 1 日より前の契約工事（民間）

2024 年 4 月 1 日以降の契約工事（民間）

４ 現場技術者の休日取得状況
 （変形労働時間制を含む）

　2024 年 9 月調査時点の現場技術者の休日取得
状況を伺ったところ、全 97 社のうち「おおむね 4
週 6 休」が最も多く 43 社（44.3％）、次に「お
おむね 4 週 8 休」27 社（27.8％）、「おおむね 4
週 7休」11社（11.3％）と続く。
　前回調査より「4週4休」、「4週5休」「4週7休」
の割合は減り、「4 週 8 休」は増えたものの、「4
週 6 休」も増え、最も割合が高い。平均では、
2023年は4週6.2休、2024年は4週6.4休となっ
ており、微増に留まっている。
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【9月現在の実態】

2024 年 4 月 1 日より前の契約工事（公共）
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2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果
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2024 年 4 月 1 日以降の契約工事（公共）

３ 設問１のうち、施主が民間発注の現
場の閉所について

　設問 1 の東京都内の現場のうち、施主が民間発
注の現場について見ると、4月より前の契約工事で
は、契約時の設定は全体 82 社のうち「おおむね
4週 6閉所」が最も多く25社（30.5％）、次いで「お
おむね4週4閉所」が24社（29.3％）となっており、
9 月の実態は全体 84 社のうち「おおむね 4 週 6
閉所」が最も多く26 社（31.0％）、次いで「おお
むね4週 8閉所」が 23社（27.4％）となっていた。
実態は契約時の設定からやや改善されたが、平均

値では「4週 6.0 閉所」となった。
　一方、　4 月以降の契約工事では、契約時の設
定は全体 80 社のうち「おおむね 4 週 8 閉所」が
最も多く34社（42.5％）、次いで「おおむね4週
6 閉所」が 24 社（30.0％）となっていたが、9
月の実態は全体79社のうち「おおむね4週8閉所」
が最も多く32 社（40.5％）、次いで「おおむね 4
週 6 閉所」が 23 社（29.1％）となっていた。「お
おむね 4 週 8 閉所」の割合は契約時設定より実態
がやや下がっているが平均値では「4 週 6.5 閉所」
で、施主が公共機関発注の場合に比べて改善が遅
れている。
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2024 年 4 月 1 日以降の契約工事（民間）

４ 現場技術者の休日取得状況
 （変形労働時間制を含む）

　2024 年 9 月調査時点の現場技術者の休日取得
状況を伺ったところ、全 97 社のうち「おおむね 4
週 6 休」が最も多く 43 社（44.3％）、次に「お
おむね 4 週 8 休」27 社（27.8％）、「おおむね 4
週 7休」11社（11.3％）と続く。
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週 6 休」も増え、最も割合が高い。平均では、
2023年は4週6.2休、2024年は4週6.4休となっ
ており、微増に留まっている。
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①工程が厳しくて休めない

②協力会社が休みたがらない

③事務処理等が多く休めない

④発注者への対応（仕様の急な変更対応など）

⑤施設休業日にしか作業できない（改修現場等）

⑥発注者（施主、ゼネコン等）が閉所しない

⑦その他

72.2％

60.8％

50.5％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％

①学校就職課等へ直接PRしている

②SNS等を活用した情報提供

③同業者と合同での採用PR活動

④ハローワーク等への情報提供

⑤現場見学会の実施

⑥インターンシップ制度の導入

⑦新入社員（文系）も採用し、技術者に育成している

⑧通年採用者（経験者）を積極的に採用している

⑨通年採用者（未経験者）も採用し育成している

⑩女性技術者を積極的に採用している

⑪初任給など賃金の大幅なベースアップを最近行った

⑫特に取り組んでいない

⑬その他

81.4％

64.9％

62.9％

0.0％

0.0％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％

2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

５ 現場技術者の休日取得が改善しない要因（複数回答）

　現場技術者の休日取得が改善しない要因は、全 97 社のうち「工程が厳しく休めない」が最も多く 70 社
（72.2％）で前回調査とほぼ同じ割合でトップであった。次いで「施設休業日にしか作業できない（改修現場等）」
59社（60.8％）、「発注者（施主・ゼネコン等）が閉所しない」49社（50.5％）と続く。

６ 技術者確保（採用）のための取り組み　（複数回答）

　技術者確保（採用）のための取り組みでは、全 97 社のうち「学校就職課等へ直接 PRしている」が 79 社
（81.4％）で最も多く、次いで「インターンシップ制度の導入」が 63 社（64.9％）、「通年採用者（経験者）
を積極的に採用している」が 61社（62.9％）と続く。
　「賃金の大幅なベースアップを最近行った」企業は前回（25.2％）から大幅に増え56.7％に、「新入社員（文系）
も採用し、技術者に育成している」企業は前回から15ポイント増え60.8％になった。
　「女性技術者を積極的に採用している」企業は一定数を維持しているが、前回から 2.2 ポイント増に留まり大
きな伸びはみられなかった。

７ 現場技術者において、時間外労働が必要となる理由（複数回答）

　現場技術者において、時間外労働が必要となる理由は、全 97 社のうち「人員が不足している（交代要員が
いない）ので、一人への業務負荷が大きい」が78社（80.4％）で最も多く、前回調査とほぼ同じ割合でトップであっ
た。次いで「作業に必要な書類が多い（安全、施工図、作業計画など）」が76社（78.4％」、「事務書類が多い（資材、
外注関係、社内書類など）」が 70社（72.2％）と続く。
　「建築や他業者の前工程の遅れ等から工期短縮のため残業による作業となる」と「発注者からの不規則な要
望に対応する必要がある（予期せぬ設計変更等）」も6割を超え、依然として高い割合となっている。

８ 年次有給休暇の取得状況

　2019 年 4 月から年 5日の年次有給休暇を労働
者に取得させることが使用者の義務となっている中
で、2023 年度の年次有給休暇の取得率は、97
社の平均で 62.5％であり、2022 年度の 59.7％
から 2.8 ポイント高くなった。現場従事者だけで見
ると 56.9％で、全社社員より 5.6 ポイント取得率
が低い。
　2023 年度の年次有給休暇の平均取得日数は全
社社員で11.7日、現場従事者で10.7日であった。

①事務書類が多い（資材、外注関係、社内書類など）

②作業に必要な書類が多い（安全、施工図、作業計画など）

③設計の精度が低く、チェックや見直しに時間を要している

④着工後の設計や仕様変更（本来ゼネコン等が行うべき仕事）が多いため

⑤発注者の管理力低下（経験不足、専門外等）により、本来発注者が行う仕事をさせられている

⑥発注者からの不規則な要望に対応する必要がある（予期せぬ設計変更等）

⑦発注者やゼネコンが要求する書類等の提出期限が短く、残業しないと間に合わない

⑧人員が不足している（交代要員がいない）ので、一人への業務負荷が大きい

⑨作業場の集合時間が早く、終了時間も遅い

⑩ICT活用や機械化等が進んでいない

⑪建築や他業者の前工程の遅れ等から工期短縮のため残業による作業となる

⑫元々の工事期間が短く、残業しないと工期が間に合わない

⑬契約時に4週8閉所としていたが、工期が間に合わず閉所日が減ったことによる対応

⑭発注者やゼネコンが残っていると帰りにくい

⑮トラブル等の緊急対応のため、業務が増える

⑯自社の従業員の経験やスキル不足のため、やり直し業務が発生する

⑰その他

72.2％

78.4％

5.2％

80.4％

66.0％

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

70.0％

60.0％

50.0％

40.0％

30.0％
2021年度 2022年度 2023年度

55.4％
59.7％

62.5％

14.4％

42.3％

39.2％

51.5％

50.5％

37.1％

60.8％

45.4％

15.5％

12.4％

29.9％

28.9％

28.9％

16.5％

11.3％

3.1％

17.5％

18.6％

54.6％

40.2％

60.8％

41.2％

43.3％

56.7％

18-27-働き方改革アンケート25-08.indd   2218-27-働き方改革アンケート25-08.indd   22 2025/08/25   13:53:582025/08/25   13:53:58



電業経営 2025.9　23
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⑬その他
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2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

５ 現場技術者の休日取得が改善しない要因（複数回答）

　現場技術者の休日取得が改善しない要因は、全 97 社のうち「工程が厳しく休めない」が最も多く 70 社
（72.2％）で前回調査とほぼ同じ割合でトップであった。次いで「施設休業日にしか作業できない（改修現場等）」
59社（60.8％）、「発注者（施主・ゼネコン等）が閉所しない」49社（50.5％）と続く。

６ 技術者確保（採用）のための取り組み　（複数回答）

　技術者確保（採用）のための取り組みでは、全 97 社のうち「学校就職課等へ直接 PRしている」が 79 社
（81.4％）で最も多く、次いで「インターンシップ制度の導入」が 63 社（64.9％）、「通年採用者（経験者）
を積極的に採用している」が 61社（62.9％）と続く。
　「賃金の大幅なベースアップを最近行った」企業は前回（25.2％）から大幅に増え56.7％に、「新入社員（文系）
も採用し、技術者に育成している」企業は前回から15ポイント増え60.8％になった。
　「女性技術者を積極的に採用している」企業は一定数を維持しているが、前回から 2.2 ポイント増に留まり大
きな伸びはみられなかった。

７ 現場技術者において、時間外労働が必要となる理由（複数回答）

　現場技術者において、時間外労働が必要となる理由は、全 97 社のうち「人員が不足している（交代要員が
いない）ので、一人への業務負荷が大きい」が78社（80.4％）で最も多く、前回調査とほぼ同じ割合でトップであっ
た。次いで「作業に必要な書類が多い（安全、施工図、作業計画など）」が76社（78.4％」、「事務書類が多い（資材、
外注関係、社内書類など）」が 70社（72.2％）と続く。
　「建築や他業者の前工程の遅れ等から工期短縮のため残業による作業となる」と「発注者からの不規則な要
望に対応する必要がある（予期せぬ設計変更等）」も6割を超え、依然として高い割合となっている。

８ 年次有給休暇の取得状況

　2019 年 4 月から年 5日の年次有給休暇を労働
者に取得させることが使用者の義務となっている中
で、2023 年度の年次有給休暇の取得率は、97
社の平均で 62.5％であり、2022 年度の 59.7％
から 2.8 ポイント高くなった。現場従事者だけで見
ると 56.9％で、全社社員より 5.6 ポイント取得率
が低い。
　2023 年度の年次有給休暇の平均取得日数は全
社社員で11.7日、現場従事者で10.7日であった。
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24　電業経営 2025.9

2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

９ 生産性向上への取り組み（複数回答）

　生産性向上への取り組みでは、全 97 社のうち、「現場にタブレット端末やスマートフォンを導入し、活用して
いる」が 87社（89.7％）と、前回調査同様、最も多い。次いで「社内の教育を充実させ、技術者の能力向上を図っ
ている」が 66 社（68.0％）、「社内で業務効率化（不要業務の洗い出し、業務量削減を含む）を進めている」
が 63社（64.9％）と続く。

問１　技術系・正規従業員の平均年齢

　技術系・正規従業員の平均年齢は、全 97 社の
うち、「40～ 45 歳未満」が 39 社（40.2％）で
最も多い。次いで「35 歳から 40 歳未満」が 31
社（32.0％）、「45 歳から 50 歳未満」が 14 社
（14.4％）と続く。

問２　技術系従業員の定着状況は、この 5
　 　 年間でどのように変化したか

　技術系従業員のこの 5 年間の定着状況について
は、全97社のうち、「変わらない」が49社（50.5％）
で最も多い。次に「やや悪くなった」が 23 社
（23.7％）、「ややよくなった」が18社（18.6％）と続く。
　「よくなった」と「ややよくなった」の合計は
23.8％で、「悪くなった」と「やや悪くなった」の
合計 24.7％は、ほぼ同数でこの 5 年間で技術系
従業員の定着状況に大きな変化はない。

問３　技術系従業員の過不足状況につい
　　　て、どのように認識しているか

　技術系従業員の過不足状況についての認識は、
全 97社のうち、「かなり不足」が 50社（51.5％）
で最も多く、「やや不足」43 社（44.3％）と合わ
せると 95.8％となり、ほとんどの企業が技術系従
業員の不足を認識している。

問４　技術系・新規学卒者の離職状況（令
　　 和 3 年 3 月卒業、4 月入社の状況）

　令和 3 年 4 月に入社した技術系・新規学卒者の
卒業後 3 年以内の離職率は、大学卒業者 16.1％、
高校卒業者 20.6％で、従業員規模別で見ると小規
模企業の離職率が高い結果となったが、厚生労働省
が公表した令和 3 年 3 月卒業者の 3 年以内の離職
率（調査産業計）の大学卒業者 34.9％、高校卒業
者 38.4％、また、建設業の大学卒業者 30.7％、高
校卒業者43.2％に比較すると、低いことが判明した。

問５　離職する理由として考えられるもの（5 つ以内選択）

　離職する理由として考えられるものとしては、全 97 社のうち「仕事が自分に合わない、希望した配属先では
なかった」が58社（59.8%）で最も多く、次いで「他の業種で働きたい」が47社（48.5％）、「労働時間が長
い、休日・休暇がとれない」が 45社（46.4％）と続く。

①社内で業務効率化（不要業務の洗い出し、業務量削減を含む）を進めている

②現場支援組織（部署）を設置し、個々の現場をサポートしている

③現場にタブレット端末やスマートフォンを導入し活用している

④3次元CADを利用したBIMの導入に対応できるように取り組んでいる

⑤現場管理にAI導入を進めている

⑥社外の研究会・講習会等で好事例の情報収集に努めている

⑦社内の教育を充実させ、技術者の能力向上を図っている

⑧提案制度を設け、改善事例の共有を図っている

⑨特に取り組んでいない
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令和 3 年 3 月新規学校卒業者の離職率
（回答企業合計）

3 年目
2 年目
1 年目

①仕事が自分に合わない、希望した配属先ではなかった

②転勤・異動がしたくない（できない）

③自分の技能・能力が活かせなかった

④責任のある仕事を任されなかった

⑤自分の成長する機会を持てない（社員教育が十分でない等）

⑥賃金の条件がよくなかった

⑦労働時間が長い、休日・休暇がとれない

⑧職場の人間関係がよくなかった

⑨健康上の理由

⑩結婚、子育てのため

⑪介護、看護のため

⑫会社の将来に魅力を感じられない

⑬他の業種で働きたい

⑭独立して事業を始めるため

⑮家業をつぐ又は手伝うため

⑯1つの会社に長く勤務する気がなかったため

⑰その他
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若手社員（技術系）の離職状況、離職防止対策について
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電業経営 2025.9　25

2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

９ 生産性向上への取り組み（複数回答）

　生産性向上への取り組みでは、全 97 社のうち、「現場にタブレット端末やスマートフォンを導入し、活用して
いる」が 87社（89.7％）と、前回調査同様、最も多い。次いで「社内の教育を充実させ、技術者の能力向上を図っ
ている」が 66 社（68.0％）、「社内で業務効率化（不要業務の洗い出し、業務量削減を含む）を進めている」
が 63社（64.9％）と続く。

問１　技術系・正規従業員の平均年齢

　技術系・正規従業員の平均年齢は、全 97 社の
うち、「40～ 45 歳未満」が 39 社（40.2％）で
最も多い。次いで「35 歳から 40 歳未満」が 31
社（32.0％）、「45 歳から 50 歳未満」が 14 社
（14.4％）と続く。

問２　技術系従業員の定着状況は、この 5
　 　 年間でどのように変化したか

　技術系従業員のこの 5 年間の定着状況について
は、全97社のうち、「変わらない」が49社（50.5％）
で最も多い。次に「やや悪くなった」が 23 社
（23.7％）、「ややよくなった」が18社（18.6％）と続く。
　「よくなった」と「ややよくなった」の合計は
23.8％で、「悪くなった」と「やや悪くなった」の
合計 24.7％は、ほぼ同数でこの 5 年間で技術系
従業員の定着状況に大きな変化はない。

問３　技術系従業員の過不足状況につい
　　　て、どのように認識しているか

　技術系従業員の過不足状況についての認識は、
全 97社のうち、「かなり不足」が 50社（51.5％）
で最も多く、「やや不足」43 社（44.3％）と合わ
せると 95.8％となり、ほとんどの企業が技術系従
業員の不足を認識している。

問４　技術系・新規学卒者の離職状況（令
　　 和 3 年 3 月卒業、4 月入社の状況）

　令和 3 年 4 月に入社した技術系・新規学卒者の
卒業後 3 年以内の離職率は、大学卒業者 16.1％、
高校卒業者 20.6％で、従業員規模別で見ると小規
模企業の離職率が高い結果となったが、厚生労働省
が公表した令和 3 年 3 月卒業者の 3 年以内の離職
率（調査産業計）の大学卒業者 34.9％、高校卒業
者 38.4％、また、建設業の大学卒業者 30.7％、高
校卒業者43.2％に比較すると、低いことが判明した。

問５　離職する理由として考えられるもの（5 つ以内選択）

　離職する理由として考えられるものとしては、全 97 社のうち「仕事が自分に合わない、希望した配属先では
なかった」が58社（59.8%）で最も多く、次いで「他の業種で働きたい」が47社（48.5％）、「労働時間が長
い、休日・休暇がとれない」が 45社（46.4％）と続く。

①社内で業務効率化（不要業務の洗い出し、業務量削減を含む）を進めている

②現場支援組織（部署）を設置し、個々の現場をサポートしている

③現場にタブレット端末やスマートフォンを導入し活用している

④3次元CADを利用したBIMの導入に対応できるように取り組んでいる

⑤現場管理にAI導入を進めている

⑥社外の研究会・講習会等で好事例の情報収集に努めている

⑦社内の教育を充実させ、技術者の能力向上を図っている

⑧提案制度を設け、改善事例の共有を図っている

⑨特に取り組んでいない
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令和 3 年 3 月新規学校卒業者の離職率
（回答企業合計）
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①仕事が自分に合わない、希望した配属先ではなかった

②転勤・異動がしたくない（できない）

③自分の技能・能力が活かせなかった

④責任のある仕事を任されなかった

⑤自分の成長する機会を持てない（社員教育が十分でない等）

⑥賃金の条件がよくなかった

⑦労働時間が長い、休日・休暇がとれない

⑧職場の人間関係がよくなかった

⑨健康上の理由

⑩結婚、子育てのため

⑪介護、看護のため

⑫会社の将来に魅力を感じられない

⑬他の業種で働きたい

⑭独立して事業を始めるため

⑮家業をつぐ又は手伝うため

⑯1つの会社に長く勤務する気がなかったため

⑰その他
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若手社員（技術系）の離職状況、離職防止対策について
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26　電業経営 2025.9

2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

１．現場閉所状況
○時間外労働上限規制適用の前後で変化を見るた
めに、2024 年４月１日より前と、それ以降の契
約工事とに分けて調査
・４月１日より前の契約工事　契約時４週４閉所が
最も多い（31.4％）

・４月１日以降契約工事　契約時４週８閉所が最
も多い（52.9％）

⇒時間外労働の上限規制適用後の現場の閉所状況
は明らかに改善　　　　　　　　　　　　　　
ただし、４月１日以降契約工事でも９月時点では、
４週８閉所が 47.6％に減少しており、今後継続し
てトレースが必要

○発注者別の、４月１日以降契約工事の契約時４週
８閉所の割合
・公共機関発注　76.1％
・民間発注　　　42.5％

⇒公共機関発注は概ね４週８閉所に近づいている
が、民間発注については大きな改善が必要

２．現場技術者の休日取得状況
・「おおむね４週６休」が最も多い（44.3％）
・休日取得が改善しない要因は、「工程が厳しく
休めない」が最も多い（72.2％）

３．技術者確保（採用）のための取り組み
○「学校就職課等へ直接ＰＲしている」が最も多く
（81.4％）、次いで「インターンシップ制度の導入」
（64.9％）であった
○「賃金の大幅なベースアップを最近行った」は前

問６　若手社員の定着のために実施している対策（該当するものすべて選択）

　若手社員の定着のために実施している対策としては、全 97 社のうち「教育訓練の実施・援助」が 73 社
（75.3％）で最も多く、次いで「職場での意思疎通の向上」が64社（66.0％）、「職場環境の改善・福利厚生の充実」
が 56社（57.7％）と続く。

問７　上記⑨職場環境の改善・福利厚生の内容等

　職場環境の改善・福利厚生の内容等としては、全 97 社のうち「借上げ社宅や寮が利用できる」が 59 社
（60.8％）で最も多く、次いで「家賃補助や住宅手当がある」が 55 社（56.7％）、「保養施設、レクリエーション施
設、スポーツジム等の提供、利用補助」が51社（52.6％）と続く。

まとめ

　回調査（25.2％）から大幅に増え（56.7％）、「新
入社員（文系）も採用し、技術者に育成している」
（60.8％）は前回から15ポイント増えた
○「女性技術者を積極的に採用している」は、前
回調査同様一定数あったが（43.3％）、大きな
伸びは見られなかった

４．現場技術者の時間外労働が必要な理由と生産
　性向上への取り組み

○時間外労働が必要な理由は、「人員が不足して
いる（交代要員がいない）ので、一人への業務
負荷が大きい」（80.4％）、「作業に必要な書類
が多い（安全、施工図、作業計画など）」（78.4％）、
「事務書類が多い（資材、外注関係、社内書類
など）」（72.2％）の順で多かった

○生産性向上への取り組みでは、「現場にタブレッ
ト端末やスマートフォンを導入して活用している」
が 89.7％で最も多いが、時間外労働が必要な
理由と照らし合わせると、更なる生産性向上手
法が必要

５．技術系従業員の過不足状況・離職状況
○過不足状況については、「かなり不足」（51.5％）
と「やや不足」（44.3％）と合わせて 95.8％と
なり、ほとんどの企業が不足と認識

○３年以内の離職率は、大卒 16.1％、高卒
20.6％で、企業規模が小さくなるほど離職率は
高くなっているが、厚生労働省の公表数値（建
設業：大卒 30.7％、高卒 43.2％）と比較する
と低いことが判明した

①本人の能力・適性にあった配置

②職場での意思疎通の向上

③仕事の成果に見合った賃金（賃金、賞与、手当のアップ）

④昇格・昇任基準の明確化

⑤教育訓練の実施・援助

⑥仕事と家庭の両立支援

⑦配転・勤務地等人事面での配慮

⑧労働時間の短縮・有給休暇の計画的な取得

⑨職場環境の改善・福利厚生の充実

⑩1対1のきめ細やかな面談などの充実

⑪メンタルヘルス対策（相談等）

⑫その他
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2024年働き方改革・若手社員の離職防止対策調査結果

１．現場閉所状況
○時間外労働上限規制適用の前後で変化を見るた
めに、2024 年４月１日より前と、それ以降の契
約工事とに分けて調査
・４月１日より前の契約工事　契約時４週４閉所が
最も多い（31.4％）

・４月１日以降契約工事　契約時４週８閉所が最
も多い（52.9％）

⇒時間外労働の上限規制適用後の現場の閉所状況
は明らかに改善　　　　　　　　　　　　　　
ただし、４月１日以降契約工事でも９月時点では、
４週８閉所が 47.6％に減少しており、今後継続し
てトレースが必要

○発注者別の、４月１日以降契約工事の契約時４週
８閉所の割合
・公共機関発注　76.1％
・民間発注　　　42.5％

⇒公共機関発注は概ね４週８閉所に近づいている
が、民間発注については大きな改善が必要

２．現場技術者の休日取得状況
・「おおむね４週６休」が最も多い（44.3％）
・休日取得が改善しない要因は、「工程が厳しく
休めない」が最も多い（72.2％）

３．技術者確保（採用）のための取り組み
○「学校就職課等へ直接ＰＲしている」が最も多く
（81.4％）、次いで「インターンシップ制度の導入」
（64.9％）であった
○「賃金の大幅なベースアップを最近行った」は前

問６　若手社員の定着のために実施している対策（該当するものすべて選択）

　若手社員の定着のために実施している対策としては、全 97 社のうち「教育訓練の実施・援助」が 73 社
（75.3％）で最も多く、次いで「職場での意思疎通の向上」が64社（66.0％）、「職場環境の改善・福利厚生の充実」
が 56社（57.7％）と続く。

問７　上記⑨職場環境の改善・福利厚生の内容等

　職場環境の改善・福利厚生の内容等としては、全 97 社のうち「借上げ社宅や寮が利用できる」が 59 社
（60.8％）で最も多く、次いで「家賃補助や住宅手当がある」が 55 社（56.7％）、「保養施設、レクリエーション施
設、スポーツジム等の提供、利用補助」が51社（52.6％）と続く。

まとめ

　回調査（25.2％）から大幅に増え（56.7％）、「新
入社員（文系）も採用し、技術者に育成している」
（60.8％）は前回から15ポイント増えた
○「女性技術者を積極的に採用している」は、前
回調査同様一定数あったが（43.3％）、大きな
伸びは見られなかった

４．現場技術者の時間外労働が必要な理由と生産
　性向上への取り組み

○時間外労働が必要な理由は、「人員が不足して
いる（交代要員がいない）ので、一人への業務
負荷が大きい」（80.4％）、「作業に必要な書類
が多い（安全、施工図、作業計画など）」（78.4％）、
「事務書類が多い（資材、外注関係、社内書類
など）」（72.2％）の順で多かった

○生産性向上への取り組みでは、「現場にタブレッ
ト端末やスマートフォンを導入して活用している」
が 89.7％で最も多いが、時間外労働が必要な
理由と照らし合わせると、更なる生産性向上手
法が必要

５．技術系従業員の過不足状況・離職状況
○過不足状況については、「かなり不足」（51.5％）
と「やや不足」（44.3％）と合わせて 95.8％と
なり、ほとんどの企業が不足と認識

○３年以内の離職率は、大卒 16.1％、高卒
20.6％で、企業規模が小さくなるほど離職率は
高くなっているが、厚生労働省の公表数値（建
設業：大卒 30.7％、高卒 43.2％）と比較する
と低いことが判明した

①本人の能力・適性にあった配置

②職場での意思疎通の向上

③仕事の成果に見合った賃金（賃金、賞与、手当のアップ）

④昇格・昇任基準の明確化

⑤教育訓練の実施・援助

⑥仕事と家庭の両立支援

⑦配転・勤務地等人事面での配慮

⑧労働時間の短縮・有給休暇の計画的な取得

⑨職場環境の改善・福利厚生の充実

⑩1対1のきめ細やかな面談などの充実

⑪メンタルヘルス対策（相談等）

⑫その他
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④保養施設、レクリエーション施設、スポーツジム等の提供、利用補助

⑤社員旅行があり、補助している

⑥借上げ社宅や寮が利用できる

⑦家賃補助や住宅手当がある

⑧社員食堂がある

⑨社員食堂はないが、昼食等食費の補助がある

⑩その他
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